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案 1で選定した 3課題を選定することにより、課題の特徴を明確化する観点のうち 12個をカバ

ーすることができると判断した。 

 

図表 25 選定した課題と課題の特徴を明確化する観点の関係(案 1) 

 

  



 

２６ 

 

＜案 2＞ 

各課題を見る観点の一覧から 2021年度の追跡調査対象とする課題を選定する手順(案 2)を以下

に示す。 

図表 26 2021 年度の追跡調査対象とする課題を選定する手順(案 2) 

 

 

上記の手順(案 2)を踏まえ、追跡調査対象として選定した課題は以下の通りである。 

 

図表 27 追跡調査対象として選定した課題(案 2) 

 



 

２７ 

 

案 2で選定した 3課題を選定することにより、課題の特徴を明確化する観点のうち 10個をカバ

ーすることができると判断した。 

 

図表 28 選定した課題と課題の特徴を明確化する観点の関係(案 2) 

 

  



 

２８ 

 

＜案 3＞ 

各課題を見る観点の一覧から 2021年度の追跡調査対象とする課題を選定する手順(案 3)を以下

に示す。 

図表 29 2021 年度の追跡調査対象とする課題を選定する手順(案 3) 

 

 

上記の手順(案 3)を踏まえ、追跡調査対象として選定した課題は以下の通りである。 

図表 30 追跡調査対象として選定した課題(案 3) 

 



 

２９ 

 

案 3で選定した 3課題を選定することにより、課題の特徴を明確化する観点のうち 12個をカバ

ーすることができると判断した。 

 

図表 31 選定した課題と課題の特徴を明確化する観点の関係(案 3) 

 

 

  



 

３０ 

 

 追跡評価の実施案の作成 

2.3.2で選定した追跡調査対象課題における「課題の特徴を明確化する観点」を元に、「3.追跡

評価の実施案の作成」を行った(図表 32の赤枠部分)。 

図表 32 追跡評価の実施案の作成の位置づけ 

 

  



 

３１ 

 

追跡調査対象課題を選定するために用いた「課題の特徴を明確化する観点」を元に、課題評価に

用いる「評価項目案」を検討した。以下に両者の対応関係を示す。 

 
図表 33「特徴を明確化する観点」と「評価項目案」の対応関係 

 
 

 

追跡評価(課題評価)においては、評価項目ごとに課題の情報を収集し、「SIP期間中の情報」と

「SIP期間終了後の情報」に分類することとした。また、評価・分析に向けて、各評価項目におけ

る課題の情報を「情報整理のための見方」に沿って整理した。 

 
図表 34 追跡評価(課題評価)に向けた情報整理 

 



 

３２ 

 

評価項目間の関係性を整理した結果を以下に示す。 

「マネジメント等の面」に含まれる評価項目は、「社会実装や研究開発の面」の項目に含まれる

アウトプット(具体的な研究成果)やアウトカム(研究成果を基にした社会実装、学術・技術的な価

値、人材育成等）を創出する土台となっており、課題評価の試行においてそれらの関係性を分析し

た。 

 

 
図表 35 評価項目間の関係性 

 
  



 

３３ 

 

 課題評価の試行 

2.4 で作成した追跡評価の実施案を元に、「4-1.課題評価の試行」を行った(図表 36の赤枠部

分)。 

図表 36 課題評価の試行の位置づけ 

 

  



 

３４ 

 

 実施方法と検討プロセス 

課題評価の試行は、PDヒアリング①(課題ごと)および課題内の主要テーマの選定、アンケート・

ヒアリング実施(テーマごと)、ストーリーボード作成(テーマごと)、PDヒアリング②(課題ごと)を

経て、課題評価であるストーリー(課題ごと)を作成する流れで実施した。 

 

図表 37 課題評価の試行プロセス 

 

 

2021年度追跡調査で実施したヒアリング調査およびアンケート調査の概要を以下に示す。 

 

図表 38 2021 年度追跡調査で実施したヒアリング調査およびアンケート調査の概要 

 

 



 

３５ 

 

 PD へのヒアリング調査 

2021年度の追跡調査の対象として選定した３課題（エネルギーキャリア、次世代農林水産業創造

技術、革新的構造材料）の PDへのヒアリング調査を実施した(図表 39の赤枠部分)。2.4で作成し

た評価項目案および課題評価の試行にあたって情報収集すべき研究テーマについて、3課題の PDよ

りご意見を頂戴した。 

図表 39 2021 年度追跡調査で実施した３課題の PD へのヒアリング調査の概要 

 

 

3課題の PDに対し、以下に示す 3つの項目を中心にヒアリング調査を行った。 

 

図表 40 3 課題の PD に対するヒアリング調査概要 
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PD ヒアリング調査結果を以下に示す。 

 

＜エネルギーキャリア＞ 

 ヒアリング対象：東京ガス アドバイザー クリーン燃料アンモニア協会 代表理事 
村木 茂 様 

 ヒアリング実施日：11/15 
 
 ご意見の概要 
【評価項目案について】 
 研究テーマによって状況は違うということが前提になる。総じて言うと、マネジメン

トは重要である。どういう方向性で進めていき社会実装していくか、そしてそれが日

本として役に立つかという面でマネジメントが機能するかが重要になってくる。 
 評価項目案については、全体として網羅されていると思う。社会実装の定義が人に

よってまちまちなので、シンプルにしないと難しいかもしれない。研究テーマによっ

てはそぐわない評価項目案は出てくる可能性はある。 
 社会実装することによって日本の社会や産業にどういう価値を生むかとう視点が重

要。研究テーマによっても状況が違うが、そういう観点は入れておいた方が良い。 
 項目 10（マネジメント体制が構築され機能していたか）に関して言うと、世の中の

変化や社会が求めていること、海外にくらべてどう価値を生み出していけるかという

スコープを持って研究開発を進めていくことが重要になる。 
 日本の国際的な立場としてどうしていくのかという観点が入っているようにして欲

しい。 
 SIP 期間終了後の継続性は、SIP 終了後、国がどうサポートするかが重要。項目 15

（SIP 期間終了後の継続性担保）は PD 側だけの問題ではないという認識。 
 マネジメント面で重要な点は産業界とアカデミアのバランスになる。エネルギーキャ

リアでは産学の連携はうまくいった。むしろ官どうしの連携の方が課題であった。 
 

＜次世代農林水産業創造技術＞ 

 ヒアリング対象：北海道大学 大学院農学研究院 副研究院長・教授 
野口 伸 様 
 

 ヒアリング実施日：11/15 
 
 ご意見の概要 
【評価項目案について】 

 評価項目案については、良く整理されており、網羅的になっている。 
 農業においては項目 3（社会インフラでの社会実装）が想像しにくかったり、項目名

だけでは波及効果の項目と社会情勢の変化の差が分かりにくい部分があるので、どん

なことを書けば良いのか説明を少し加えて欲しい。 
 SIP 期間終了後の社会情勢の確認や、計画の修正については、コンソーシアムが解散

しているため、責任の主体があいまいになっているため把握が難しいかもしれない。 
 農研機構が実施しているような大きな課題については、SIP 終了時にロードマップを

作ってもらいその後のフォローアップをしているので、ある程度情報は出てくるかも

しれない。 
 特に次世代農業においては、研究テーマが幅広いため、研究テーマによって項目毎の

情報に濃淡が出てくると思う。 
【情報整理の見方について】 

 マネジメントの方は答えやすいが、社会実装や研究開発の面は少し答えにくい。目標

※個別の研究開発状況に関わるため非公開 



 

３７ 

 

設定の妥当性を判断する基準の設定が難しいのではないか。 
 資料にある「情報整理のための見方」はヒアリングをした上で、事務局が情報整理を

するための観点になるものと思う。もし課題側にそのまま聞くのであれば、見た人で

内容がぶれてしまうのでどういった情報を出してほしいのか論点をもっとはっきりす

べき。 
 当初想定していなかった成果についても、加点になるかどうかは事務局で判断するこ

とになるかと思う。いずれにしろ、まずは具体的な中身を聞いてみることが必要。 
 

 
＜革新的構造材料＞ 

 ヒアリング対象：物質・材料研究機構 名誉理事長 東京大学 名誉教授  
新構造材料技術研究組合 理事長  
岸 輝雄 様 

 
 ヒアリング実施日：11/15 

 
 ご意見の概要 
【評価項目案について】 

 全体的に社会実装にフォーカスしているように感じられる。SIP は学術貢献と社会貢

献の両方の出口があるだろうと思っている。社会実装の基盤として学術貢献が含まれ

ているのであれば理解できる。 
【PD として重要だと思っていた観点】 

 マネジメントについて：TRL 制、産業界と学界からリーダーを出す Co-leader 制 
 産学官連携について：協調領域と競争領域を切分ける 
 国際性：情報流出に気をつけつつ、国際連携を推進させる 
 ファンディングエージェンシー、管理法人 

【その他】 
 根本的な課題を解決するためにSIPがあるはずである。社会実装したかどうかだけが

評価されてしまうと問題がある。実用化したかどうかは経済産業省、それを支える基

盤技術は文科省の研究。内閣府には CSTI があり、経産省よりも出口寄りな気がする。

根本的なところを解決する必要がある。Co-Leader 制を試してみたり PD 給与を見直

す、女性リーダー制度等、システム改革にもトライしてほしい。 
  

※個別の研究開発状況に関わるため非公開 
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 PD、研究責任者に対するアンケート調査・ヒアリング調査の結果 

2021年度の追跡調査の対象として選定した３課題（エネルギーキャリア、次世代農林水産業創造

技術、革新的構造材料）の PD、研究責任者へのアンケート調査・ヒアリング調査を実施した(図表 

41 の赤枠部分)。3課題の PDおよび主要テーマの研究責任者より、各課題の評価の試行および制度

評価の検討を行うにあたり必要な情報を聴取した。 

※アンケート調査票については別添資料 1を参照のこと。 

 

図表 41 2021 年度追跡調査で実施した３課題の PD、研究責任者へのアンケート調査・ヒアリング調査の概要 
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＜エネルギーキャリア＞ 

エネルギーキャリアにおける研究テーマの位置づけや関連性を把握し、 PD へのヒアリングを踏

まえ、対象テーマを選定した。 

SIP 期間中から主要テーマと位置づけられていた①CO2 フリー水素利用アンモニア製造・貯蔵・

利用関連技術の開発、②アンモニア直接燃焼、③アンモニアの製造利用技術（アンモニア関係全

般）を課題評価の試行対象とし、各テーマの主要な研究責任者に対し、アンケート・ヒアリングを

実施することとした。 

 

図表 42 エネルギーキャリアにおけるヒアリング対象研究テーマの位置づけ 

 

主要テーマの研究責任者へのアンケート調査・ヒアリング調査を実施した結果を以下に示す。 

 

図表 43 主要テーマの研究責任者へのアンケート調査・ヒアリング調査結果(エネルギーキャリア) 

 

※個別の研究開発状況に関わるため非公開 
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※アンケート調査・ヒアリング調査の詳細結果については、別添資料 2および別添資料 3を参照の

こと。 

  

主要テーマの研究責任者へのヒアリング調査を実施後、PDへのヒアリング調査を実施した結果を

以下に示す。 

 

図表 44 PD へのヒアリング調査結果(エネルギーキャリア) 

 

  

※個別の研究開発状況に関わるため非公開 
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 ＜次世代農林水産業創造技術＞ 

次世代農林水産業創造技術における研究テーマの位置づけや関連性を把握し、 PDへのヒアリン

グを踏まえ、対象テーマを選定した。 

SIP 期間中から主要テーマと位置づけられていた①水田農業、②施設園芸、③機能性食品、④リ

グニン、⑤育種を課題評価の試行対象とし、各テーマの主要な研究責任者に対し、アンケート・ヒ

アリングを実施することとした。 

図表 45 次世代農林水産業創造技術におけるヒアリング対象研究テーマの位置づけ 
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主要テーマの研究責任者へのアンケート調査・ヒアリング調査を実施した結果を以下に示す。 

 

図表 46 主要テーマの研究責任者へのアンケート調査・ヒアリング調査結果(次世代農林水産業創造技術) 

 

※アンケート調査・ヒアリング調査の詳細結果については、別添資料 2および別添資料 3を参照の

こと。 

  

※個別の研究開発状況に関わるため非公開 
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主要テーマの研究責任者へのヒアリング調査を実施後、PDへのヒアリング調査を実施した結果を

以下に示す。 

図表 47 PD へのヒアリング調査結果(次世代農林水産業創造技術) 

 

  

※個別の研究開発状況に関わるため非公開 
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＜革新的構造材料＞ 

革新的構造材料における研究テーマの位置づけや関連性を把握し、 PDへのヒアリングを踏ま

え、対象テーマを選定した。 

①A 領域②B領域③C領域④D領域から 1つずつ課題評価の試行対象テーマを選定し、各テーマの

主要な研究責任者に対し、アンケート・ヒアリングを実施することとした。 

図表 48 革新的構造材料におけるヒアリング対象研究テーマの位置づけ 

 

 

主要テーマの研究責任者へのアンケート調査・ヒアリング調査を実施した結果を以下に示す。 

図表 49 主要テーマの研究責任者へのアンケート調査・ヒアリング調査結果(革新的構造材料) 

 

※個別の研究開発状況に関わるため非公開 
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※アンケート調査・ヒアリング調査の詳細結果については、別添資料 2および別添資料 3を参照の

こと。 

 

主要テーマの研究責任者へのヒアリング調査を実施後、PDへのヒアリング調査を実施した結果を

以下に示す。 

図表 50  PD へのヒアリング調査結果(革新的構造材料) 

 

  

※個別の研究開発状況に関わるため非公開 
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 課題評価の試行結果と改善点 

 ＜エネルギーキャリア＞ 

課題評価の試行結果として、総括、成果の総論、マネジメントの総論を以下に示す。 

 

【総括】 

• 本課題では、SIP期間中に PDの判断により、アンモニアの有用性・可能性に着目し、選択

と集中を行ってアンモニア利用技術における成果を後押しした。 

• その結果、SIP終了後に成果をクリーン燃料アンモニア協会（CFAA）に引き継ぎ、ガスター

ビンにおける混焼率 50％以上の領域での開発を進めるなど、実用化に向けた動きが継続し

て実施されている。 

• また、CFAA では、SIPのメンバーが継続研究開発体制を継続しており、マネジメントの面

でも有効に機能したといえる。 

 

＜成果＞ 

• 本課題は、実用化には至っていないものの、SIP第 1期の成果がクリーン燃料アンモニア協

会(CFAA）に引き継がれて、実証実験を行うなど、着実に実用化に向けた動きが進められて

いる事例である。 

• 実用化は達成されていないものの（項目１、項目３）、クリーン燃料アンモニア協会

(CFAA）の会員向けには協調領域のデータが公開されている。 （項目２） 

• CFAAにおいて、 SIP の成果であるガスタービンにおける混焼率 20％のアンモニア燃焼

技術の技術開発を、混焼率 50％以上の領域で開発を進めるなどしており、混焼率 20%に

ついては、実証実験のフェーズに移っている（項目４）。 

• 社会実装に向けた動きとしては、CFAAに所属する企業がフィージビリティ―スタディー

（FS）を２０件以上実施している。例えば、アンモニア燃料サプライチェーン検討にお

ける、モデルケースでの LCAやコスト評価を、現在、豪州・中東・北米などで検討が進

んでいるアンモニア製造プロジェクトに採用して FSを実施している（項目４）。 

• アカデミアの面では、次の世代のグリーンアンモニア合成技術としてアンモニア直接電

解合成技術につながったり、液体アンモニア噴霧燃焼の技術開発が、減圧沸騰を生じる

噴霧燃焼の学理という研究分野を開拓するなど貢献がある（項目５）。 

• 社会全体に対する影響では、社会のアンモニア発電等への関心の高まりに貢献し、国の

政策に影響を与えた（項目６）。 

 

＜マネジメント＞ 

• 本課題は SIP第 1 期終了後に、クリーン燃料アンモニア協会(CFAA）に引継ぎがなさ

れ、社会実装を見据えて継続した研究開発が終了後も順調に進められている（項目１

５）。SIP期間中において、テーマの方向性の再検討を行うことでサプライチェーンに

関する研究もあわせて実施するなど、状況に応じたテーマの設定をスムーズにしたこと

によって、終了後の円滑な実施後押しされた（項目９）。 

• SIPの終了後に円滑に移行した背景には、研究開発の進捗の情報が実施中のみならず実

施終了後もマネジメントチーム（ＰＤ、２SPD、JSTの事務局により構成）に集約され、

そのマネジメントチームが一体となって研究開発や社会実装の方向性検討を進められた

ことが大きく寄与しており、案件全体を通じてマネジメントが効果的に機能した（項目

１０、１３、１４）。 

 

 

※個別の研究開発状況に関わるため非公開 
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課題評価の試行結果(マネジメント)について、ヒアリング調査における根拠部分を以下に示す。 

 

• CFAAは、SIP 期間中に立ち上げたグリーンアンモニアコンソーシアムを母体として、SＩＰ

期間終了後に発展的に CFAAとして設立された。本課題においては、SIP期間中にアンモニ

ア燃料についての進捗が順調であったことから、テーマの方向性についての再検討を行

い、サプライチェーンに関する研究もあわせて実施した。 

• SIP期間中に、グリーンアンモニアコンソーシアムを設立するという判断を行った背景

としては、マネジメントチーム（PDや事務局）がアンモニア燃焼技術に対して、実用化

の可能性があると見込み、民間企業でチームを構築してコンソーシアムとすることで、

研究開発の継続性を担保した。SIP期間後、 実機スケールの実証実験を行ったり、

IEA(国際エネルギー機関)が G20でアンモニア直接燃焼について発表する等、大きな成

果を上げ、アンモニア燃焼への関心の高まりや国の政策への反映につながった。SIP期

間中から PD を始めとするマネジメントや参画機関同士の良好な関係性が機能していたこ

とが、期間後の成果の要因の一つである。 

• また、経産省と連携しながら技術基準を作成し、認証ワーキングを実施する等、協会が

プラットフォームとなって推進しており、継続的な技術開発予算を獲得するために役所

とやりとりをする窓口として、非常に有効に機能している。（項目１３） 

 

＜次世代農林水産業創造技術＞ 

課題評価の試行結果として、総括、成果の総論、マネジメントの総論を以下に示す。 

 

【総括】 

• 本課題は、スタート時点において多様な研究テーマが存在していたが、基礎的分野での研

究テーマを中止し、農業データ連携基盤、自動運転トラクター、ゲノム編集作物、改質リ

グニンといった重点テーマに絞り込んだ。 

• その結果、SIP終了後、 データプラットフォーム（WAGRI）の提供開始、ロボットトラク

タや自動運転田植え機等の農機メーカーからの提供、ゲノム編集により GABA を高蓄積した

トマトの販売開始、改質リグニンを 100トンの規模で生産できるパイロットプラントが竣

工などの成果が出ており、研究成果の社会実装に繋がっている。 

 

＜成果＞ 

• 社会実装については、ロボットトラクタや自動運転田植え機等が農機メーカーから提供

され、ゲノム編集により GABAを高蓄積したトマトの販売開始、改質リグニンを 100トン

の規模で生産できるパイロットプラントが竣工するなど一定の成果が見られた。（項目

1） 

• 農業分野でのデータ連携として、 2019年 4月より農研機構がデータプラットフォーム

（WAGRI）を提供開始（項目 2） 

• SIP第 2期や農水省の実証プロジェクト等において、SIP第 1期成果を発展的に開発し社

会実装に向けた取組が継続して行われている。（項目 4） 

• Nature誌の特集等において、日本のスマート農業やゲノム編集トマトについて取り上げ

られている。また、 「疾病を予防する」から「健康を維持する」と機能性食品の定義が

変化するといったことや、 改質リグニンに関して「リグニン学会」が設立される等、社

会に影響を与える成果が出ている。（項目 5） 

• データ駆動型農業の基盤技術が開発されたこと等により、農業以外の分野から多くのベ

ンダーやベンチャーが農業分野に参入し、ゲノム編集食品に関しては社会的な注目が集

※個別の研究開発状況に関わるため非公開 
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まるようになった。また機能性食品に関する取組が社会に「Well-being」の理念が定着

する一助になり、日本のスギ由来の環境に配慮した固有の資源（改質リグニン）で地域

での新産業創出に貢献することが期待できるようになった。（項目 6） 

 

＜マネジメント＞ 

• 本課題は、SIP第 1期スタート時点から研究テーマに多様性があり、他の SIP課題と比

べ課題としてのまとまり度合いが低くなっていたが、PDのリーダーシップの下、注力す

る研究テーマや SIP課題としての大きな方向性の柱、データ連携による研究テーマ間の

連携が整理された経緯がある。（項目 11） 

• 上記の経緯を前提としつつ、SIP1期終了後においては、各主要な研究テーマ毎にコアと

なる機関や枠組み（農研機構、筑波大発ベンチャー、森林総合研究所及びリグニンネッ

トワーク等）に事業が引き継がれている。（項目 15） 

• これらの機関が中心となって社会実装に向けた取組がなされ、製品化に結びついた成果も

ある。 また一部の研究内容については、SIP第 2期や農水省の実証プロジェクト等におい

て取組が進められている。（項目 10） 

• 上記経緯のため、SIP 課題として一体となり SIP1期終了後に取り組んでいるものは少な

いが、主要研究テーマには関連企業や消費者、社会に対して積極的な発信をしているも

のもあり、社会変化に影響を与えていると思われるものも多い。 

 

 

課題評価の試行結果(マネジメント)について、ヒアリング調査における根拠部分を以下に示す。 

 

• ロボットトラクタや自動運転田植え機など期間中に開発した技術が農機メーカーにより

製品化まで繋がっている。また農業分野でのデータ利活用を目指した WAGRIにより他分

野からの参入も増加する等の成果が出ている。期間中から農機メーカーや関係省庁と密

に連携し、企業への技術提供や実利用を想定したガイドラインの策定を一体として行っ

ていることが、期間後の成果の要因の一つである。 

• トマト品種や生育収量予測プログラムを民間企業から上市するなど、SIP開発成果の社

会実装が進んでいる。研究開発成果についても農水省のプロジェクトや SIP第 2期に

継承している。生育収量予測プログラムについては土台となる WAGRIと共に農研機構

が管理運営を担い、社会実装を進める体制を構築したことや、ユーザーからのフィー

ドバックを受けて目標の再検討を行ったことが要因の一つである。 

• SIP期間中に開発した技術が知財となり権利化され、GABA高蓄積技術を活用した商品

も販売されている。また社会でのゲノム編集技術に関心が高まり食に対して考えるき

っかけに繋がっている。期間中から知財の海外調査を進めながら戦略的に開発を進

め、知財もカタログ化を進めている。また、積極的に対外発信も行い、別の国プロを

組成している点が期間後の成果の要因の一つである。 

• GABAが高蓄積されたトマト果実が実際に販売される等、期間中に開発した技術がベン

チャーによる商品化まで繋がっている。また研究内容が Nature Biotechnologyでも取

り上げられ、ゲノム編集食品に関する社会的な注目が集まるといった成果が出てい

る。期間中から消費者をターゲットにした開発を進め、消費者とのコミュニケーショ

ンも積極的に取っている点が期間後の成果の要因の一つである。 

• ゲノム編集技術の社会受容性向上を念頭に、科学的なデータ提示やコミュニケーショ

ンの重要性を認識し、課題内他テーマと連携しながら成果の上市に向けたサポートを

行った。SIP期間中から農水省を始めとした SIP課題外との連携を進めたことで取組み

の重要性が認識され、SIP終了後も SIP2 期や農水省プロジェクト、OPERAなどで継続

実施することができている。 

※個別の研究開発状況に関わるため非公開 
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• 好中球活性測定の商品化や「SIPex」、「KOKOROスケール」等の開発など期間中に開発

した技術が実用化に繋がったほか、機能性食品の定義の変化や Well-beingの理念が社

会に定着するといった成果が出ている。JSPS の食と未病マーカー委員会の設立や期間

中からの次世代育成への注力、積極的な対外発信などが期間後の成果の要因の一つで

ある。 

• 改質リグニンを大量に生産できるパイロットプラントの竣工や改質リグニンを活用し

たスピーカーの販売、学術的には「リグニン学会」が設立している。また、関連の産

業界の成立や地域における新産業創出が期待されるといった成果が出ている。期間中

からの関連企業を巻き込んだコンソーシアム設立とその後の継続的な活動、精力的な

普及啓発活動が期間後の成果の要因の一つである。 

 

 

＜革新的構造材料＞ 

課題評価の試行結果として、総括、成果の総論、マネジメントの総論を以下に示す。 

 

 

【総括】 

• 本課題では、各テーマ個別の材料開発を進めつつ、課題全体としてマテリアルズインフォ

マティクスの構築を推進した。 

• その結果、SIP終了後、参画企業における事業化に向けた研究開発継続や市販の材料開発

ソフトウェアへの技術搭載など一定の成果がみられるとともに、第 6期の科学技術・イノ

ベーション基本計画においてマテリアル DXの推進が明記されるなど、マテリアルズインフ

ォマティクスのコンセプト構築についても高く評価されている。 

• また、日本の複合材料分野の人材育成につながったり、公的機関の参画により、多くの大

学が参加し大学間のシナジー効果が得られる等、研究開発の学術的貢献もみられた。 

 

 

＜成果＞ 

• 研究開発成果については、参画企業における事業化に向けた研究開発継続や市販の材料

開発ソフトウェア(Dassault Systems社の材料探索システム)への技術搭載など、一定の

社会実装成果が見られた。一方、コロナ禍による全世界的な航空機産業の低迷、日本の

国産ジェット機の開発凍結といった社会情勢の影響を受け、実機向けの事業化には至っ

ていない。(項目 1) 

• 鍛造シミュレーションシステムの開発(B領域)では研究開発成果のシミュレーションシ

ステムを NIMSが導入するなど、協調領域における社会実装も進んだ。(項目 2) 

• 耐熱 CFRP(エンジン)ユニットの開発(A領域)では、ISO国際標準化を目指して活動を継

続するなど、社会インフラへの寄与も見られた。(項目 3) 

• SIP第 2期や NEDOプロジェクト等において、SIP第 1期成果の社会実装に向けた研究開

発が継続して行われている。(項目 4) 

• SIPへの産学若手研究者の参画が日本の複合材料分野の人材育成につながったり、公的

機関(JAXA)の参画により、多数の大学が参加し大学間のシナジー効果が得られたりする

等、研究開発の学術的貢献も見られた。SIP期間後に基盤技術の CMC研究センターを東

京工科大学の中に設置し企業との連携を模索するなど、産学官連携が継続的に推進され

ている。 (項目 5) 

※個別の研究開発状況に関わるため非公開 
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• 航空機材料向けに MI に取り組んだ結果、第６期の科学技術政策において全ての構造材料、

機能材料を対象としたマテリアル DXの推進が明記されることにつながった。(項目 6) 

 

＜マネジメント＞ 

• 本課題は SIP第 1 期終了後に、SIP第 2期や NEDOなど他のプロジェクトへの引継ぎ、お

よびテーマごとのコンソーシアム設立がなされ、社会実装を見据えて継続した研究開発

が終了後も進められている。SIP期間中から、円滑な産官学連携を念頭においた Co-

Leader制、産官学等価な予算配分などを行ったこと、SIP期間後を見据え、中立的な立

場である公的研究機関を核とした体制構築を行ったことなどが効果的だったと考えられ

る。(項目 10, 12, 15) 

• 協調領域が競争領域になって初めて社会実装されることになるが、表出しづらく秘匿内

容が多い材料テーマの性質上、企業がデータを公表したり同業他社で連携することが難

しく、テーマ内外の企業間連携については改善の余地がある。(項目 11) 

• 各テーマの成果創出にとどまらず、課題全体としての国際的なポジション確立に向けた

動きや科学技術政策に反映できるようなコンセプト立案など、大局的な視点を持ちなが

らマネジメントを行ったことも本課題の特徴である。特に D領域の MIについては、課題

全体を取りまとめる開発手法の提供として、中心的テーマとして位置づけた。(項目 14) 

 

 

課題評価の試行結果(マネジメント)について、ヒアリング調査における根拠部分を以下に示す。 

 

• A領域では、企業とアカデミア双方によるマネジメント体制により産学官連携を強化

し、重要テーマへのリソース集中やテーマ間連携を実施し、SIP第 2期につながる成果

を創出した。SIP期間後も参画企業が利用できるよう JAXAを中心とした体制構築を行っ

た。A03 は ISO国際標準化を目指して活動中、A04技術は Dassault Systems社の材料探

索システム”Materials Studio”に実装済。特に航空機向け材料は国際的に認められる

必要があるが、第 1期期間中に世界各国で成果報告会を実施し、成果を広めた。東北大

学を中心とした CFRP コンソーシアムを立ち上げている。SIPへの産学若手研究者の参画

が日本の複合材料分野での人材育成に繋がったり、公的機関(JAXA)の参画により、多数

の大学が参加し大学間のシナジー効果をもたらしたりといった副次的な成果も上がって

いる。一方、コロナ禍による全世界的な航空機産業の低迷、日本の国産ジェット機の開

発凍結といった社会情勢の影響を受け、実機向けの事業化には至っていない。 

• B21においては、参画企業主導でテーマ立案を行い、鍛造シミュレータ立上げ・運用と

データベース構築を実施した。成果である鍛造シミュレータ・データベースについては

SIP期間後も参画企業が利用できるよう、期間前から NIMSを中心とした体制構築に取り

組んだ。 

• C41、C42は SIP 第 1期期間中に航空機飛行ルートの変更に伴う研究開発の目標の変化を

認識し、SIP期間終了前に新たな目標を立てた上で、期間中に機能した産学官の連携体

制を引継ぎ、NEDOプロにて主に C41から継続した内容の研究を推進している。基盤技術

の CMC研究センターを東京工科大学の中に作り、SIPの成果を入れ、企業との提携を検

討中である。 

• D64においては国際競争力の強化を念頭に社会実装に向けたビジョンを描いた研究開発

を進め、SIP第 2期で社会実装を実現するための基礎となる成果をあげた。第 2期での

社会実装を見据え、期間中に NIMSを中心とした体制構築を行った。特に、 SIPで新し

いコンセプトを立案し成果を出したことがきっかけで第 6期科学技術政策にマテリアル

DXが織り込まれた。 SIPで研究対象としていた航空機向け材料にとどまらず、材料分野

全体における DX を先導することになった。 NIMSを 

※個別の研究開発状況に関わるため非公開 
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なお、課題評価の試行において課題のテーマ研究責任者にアンケート・ヒアリングを実施する中

で、「事務局が研究責任者からアンケート・ヒアリングによる情報を得ることができない」という

改善すべき点が見られたため、要因分析と対応策を検討した。 

 
図表 51 課題評価の試行において挙がった改善すべき点の要因分析と対応策 
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